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研究成果の概要（和文）：本研究では、人権救済制度について、それを司法的救済に限定することなく、行政的
救済や立法的救済を含めた複層的なものと捉え、実効的な救済を実現するためのあるべき救済制度の姿について
研究した。
その結果、人権救済制度の実効性を担保するためには、単なる法的権利利益の補填だけではなく、人権侵害から
の全人格的な「回復」が求められることを明らかにし、また、人権侵害を受けた当事者の回復力（レジリエン
ス）を支えるとともに、それを促す「気づき」（当事者の気づき＋社会的気づき）を喚起するための制度・政策
が不可欠であることを示した。

研究成果の概要（英文）：In this study, we have studied the remedy system for human rights as a 
multi-layered system that is not limited to judicial remedies but includes administrative and 
legislative remedies, and the ideal system to realize effective remedies.
As a result, we clarified that, in order to ensure the effectiveness of the human rights remedy 
system, holistic recovery from human rights violations is required, rather than mere supplementation
 of legal rights and benefits, and that the resilience of the parties who have suffered human rights
 violations should be supported, and awareness of the parties and society that promotes such 
resilience should be aroused.

研究分野： 憲法、人権法、人権政策

キーワード： 人権救済制度　人権政策
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、とかく裁判所による司法救済に偏りがちな人権救済制度論について、それだけでは被害者の全人格的
な回復を図ることは困難であり、行政的救済や立法的救済、あるいは民間団体の取組等による複層的な人権救済
制度を構築することが必要であることを明らかにし、実効的な人権救済制度の構築のための今後の方向性を示し
たという点において、学術的な意義のみならず、国や自治体の政策あるいは民間団体の取組の向上を図るという
社会的な意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
本研究は、これまでの人権救済論が司法救済に重点を置いてきたとの問題意識に基づき、人権

救済に関する研究の幅を広げるためには、司法制度と行政制度という制度間の垣根をいったん
捨象して、被害者がいかなる内容の救済を受けることが「実効的救済」につながるのかという「救
済内容ベースの視点」に立って、救済方法や救済制度のあり方を探究することが必要なのではな
いだろうかという問いを立て、その解明を試みた。 

 
２．研究の目的 
 本研究では、人権侵害を受けた者の被害を効果的かつ永続的に解消するとともに、当該被害者
が再被害を受ける可能性及び他の第三者が同様の被害を受ける可能性を最小化することを可能
にする救済を「実効的人権救済」と位置づけ、そのような救済を実現するための具体的な方法論
や、それを実行するにふさわしい救済制度のあり方を、司法制度/行政制度という枠組みに囚わ
れることなく制度横断的に考究し、日本法に接続可能な「実効的人権救済の方法論」及び「実効
的人権救済の制度論」のモデルを示すことを目的とした。 
また、将来的には、「実効的人権救済」を実現するための制度・政策・主体・手続等を、既存

の法制度の枠組み（国内法/国際法、公法/私法、国/自治体、ハード・ロー/ソフト・ロー等）に囚
われることなく体系化する「人権救済システム論」ないし「人権政策論」の構築を目指すことを
企図し、本研究をその序論的研究と位置づけた。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、「実効的人権救済の方法論」及び「実効的人権救済の制度論」のモデルを考究す
るために、①理論研究、②制度研究、③標準モデルの構築と日本法への接合可能性の検討という
３段階の研究を行うことを予定し、①の理論研究では、人権の主体や歴史に関する法哲学的・法
史学的研究も行った。なお、②の制度研究では、国内外の人権救済制度の現地調査を予定してい
たが、コロナ禍の影響で実施できなかった。 
 
４．研究成果 
 本研究は、研究代表者の金子、研究分担者の山崎・嘉藤の他、研究協力者として窪誠、鈴木尊
紘、 村顕真、濱田太郎、近江美保、小谷昌子、村元宏行の協力を得て研究を行い、その成果を
『人権の法構造と救済システム』（法政大学出版局、2023 年）にまとめ、刊行した。そこで明ら
かにした研究成果は以下の通りである。 
(1)人権の主体 
社会思想史の観点から、人権政策論において措定される人権主体とは、国家からの不可侵性を

保つ「自律性」を持ちつつ、それと同時に傷つきやすさや弱さという「ヴァルネラビリティ」を
身にまとう主体であることを提示した。その上で、こうした「二重体」としての人権主体が行う
「自己決定」の重要さを主張した。 
(2)憲法における人権救済の法理と政策 
憲法における人権救済の問題点を「救済」観念の陥欠に見出し、それを克服するために、「救

済を受ける権利」を憲法の中に定位することが不可欠であることを明らかにした。 
(3)行政法における人権救済の法理と政策 
国家活動によって受けた権利利益の侵害からの救済について、行政法の全体構造の観点から、

「救済」とは何かについて検討した結果、国家活動の合憲性ないし適法性の確保において裁判所
に求められる役割の発展あるいは拡大を導く新たな理論が必要であることを示した。 
(4)不法行為法における人権救済の法理と政策 
障害のある年少者の逸失利益算定論に関する判例を検討する中で、裁判所は当初、障害のある

年少者には稼働能力がないとして逸失利益を否定してきたが、人間の価値平等が問われた東京
高裁平成 8 年判決以降、議論の焦点を損害発生論から損害額算定論に移行させ、一定の逸失利
益を認めるようになったことを指摘し、その上で、算定論による対応で逸失利益格差がある程度
は是正されたが、根本的に是正するところには至っていないとの問題点があることを指摘した。 
(5)国際経済法における人権救済の法理と政策 
国際経済法における労働者保護のあり方を検討する中で、近年の地域経済統合では労働者保

護の実体規定と紛争解決手続が規定されるようになってきていることを指摘し、また、米国も EU 
も普遍的な労働者保護を義務づけており、米国では侵害再発防止のための法令整備や技術支援
等の人権侵害回復と被害者の人権救済の両立を、EU では人権侵害回復を目的としていることを
明らかにした。それを受けて、条約上の紛争解決手続は、国内行政的および司法的救済手続と相
乗的に労働者保護に寄与していることを解明した。 
(6)ジェンダー法における人権救済の法理と政策 



女性に対する暴力問題の抜本的解決のため、国際人権法はジェンダー化された社会構造の変 
革にいかに取り組むことができるのかを検討し、構造変革的な措置をとることが女性差別撤廃
条約締約国の義務であることを確認した。 
(7)医事法における人権救済の法理と政策 
医療政策は人の身体や生命と密接にかかわるが、一度これらが侵害されると救済が困難であ

るとの観点から、医療により人身損害を被った被害者に対する無過失補償を成すふたつの制度
を例にとり、医療や公衆政策分野における人権の保護や救済のあり方を考察した。 
(8)教育法における人権救済の法理と政策 
学校教育における子どもの学習権保障について、その役割を担うべき教育行政制度の変遷と

問題点を考察し、これを踏まえ、学校内部における子どもの人権侵害について校則、体罰、いじ
めによる侵害事例の実態と法理上の問題点を分析した。 
(9)大規模人権侵害をめぐる人権救済の法理と政策 
人権政策論の観点から、原発事故国内避難者の受けた構造的人権侵害からの救済と回復に関

するこれまでの到達点と不十分な点を分析し、従来の法的救済論ではカバーしきれない部分に
ついては、人権政策論にいう「回復」の視点から、再検討する必要性を示した。 
(10)人権政策論の構築 
本研究で展開された上記の各法分野からの分析を通じて、人権政策論の考察対象には、主とし

て、① 人権侵害の要因（個別的要因と構造的要因）、② 人権救済制度の構築・運用、③ 人権侵
害の予防のための制度・政策、および④ 人権政策の根幹をなす原理や思想、ないしはその土台
となる人間観・歴史観・社会観という 4領域があることが分かった。これらの 4 領域はそれぞ
れが独立したものではなく、相互に関連した複合的なものとして探究されなければならない。し
たがって、体系的な人権政策論を構築するためには、これらを複合的に考察・分析する必要があ
る。それを個々の分野ごとに示すと、以下のような成果と課題が浮かび上がった。 
(a)憲法における人権政策論 
人権訴訟は他の訴訟手続を“間借り”して行わざるをえないが、その背景には「救済なき人権

論」と問題が潜んでおり、その超克が不可欠であることが解明された。 
(b)行政法における人権政策論 
行政訴訟制度における原告適格や処分性の認定、あるいは裁量統制のあり方は、行政や立法に

投げ返され、将来的な人権侵害の予防として機能しうることが指摘された。 
(c)不法行為法における人権政策 
損害賠償という伝統的な司法救済の方法を通じて実効的な人権救済を実現するためには、「人

間の価値平等」という問題が本質的に重要であることが指摘された。 
(d)国際経済法における人権政策 
人権と相容れないかに見えた国際経済法の枠組みの中に、近年、人権保護の視点が組み込まれ

つつあるという動態においては、市民社会の役割が重要であることが解明された。 
(e)ジェンダー法における人権政策 
女性差別撤廃条約における人権救済制度の運用においては、女性に対する暴力の根源にある

構造的要因という問題が実効的な人権救済制度の構築に不可欠であることが指摘された。 
(f)医事法における人権政策 
人権侵害に対する事後的な救済制度としての補償制度は、被害が生じていない人にも意義の

あるものであり、その意味で予防機能を併有するものであることが明らかにされた。それととも
に、事後的な損失補償の限界も摘示され、将来の権利侵害の予防や再発防止のための制度論が、
人権政策論の要であることが指摘された。 
(g)教育法における人権政策 
学校教育の現場で生じた人権侵害に対する救済の限界の背景には、教員の労働環境の悪化や

行政による教育統制の強化といった、構造的要因があることが指摘され、個々の人権侵害の背後
に横たわる問題群の並行的な考察の重要性が指摘された。 
(h)大規模人権侵害に関する人権政策 
原発事故のような大規模人権侵害については、訴訟提起といった権利回復の負担を個々の被

害者に負わせないようにする制度や政策、および将来的な予防のための制度や政策の構築の探
究が、極めて重要であることが解明された。 
本研究全体を通じて、人権救済制度の実効性を担保するためには、単なる法的権利利益の補填

だけではなく、人権侵害からの全人格的な「回復」が求められることを明らかになり、また、人
権侵害を受けた当事者の回復力（レジリエンス）を支えるとともに、それを促す「気づき」（当
事者の気づき＋社会的気づき）を喚起するための制度・政策が不可欠であることが解明された。 
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